
（総　　則）

第１条　　平成31年度五霞町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 3,160 戸
(2) 1,496,500  
(3) 4,100  
(4) 事業費 114,800 千円

一 式
一 基

主 な 建 設 改 良 事 業

平成31年度　五霞町水道事業会計予算

給 水 戸 数
年 間 総 給 水 量
一 日 平 均 給 水 量

消火栓設置工事
川 妻 浄 水 場 水 質 計 器 更 新 工 事
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（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。

462,420 千円

第１項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 333,988 千円
第２項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 128,432 千円

462,420 千円

第１項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　 387,550 千円
第２項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     　 74,570 千円
第３項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 300 千円

営 業 収 益
営 業 外 収 益

収　　　　　　　　　　　　　　　　入

第 １ 款 事業費用

営 業 費 用
営 業 外 費 用
特 別 損 失

第 １ 款 事業収益

支　　　　　　　　　　　　　　　　出
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（資本的収入及び支出）

第４条　　資本的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　　 128,299千円は、過年度損益勘定留保資金で補てんするものとする。）

247,260 千円

第１項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 96,600 千円
第２項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 150,660 千円
第３項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 0 千円

375,559 千円

第１項　　　建  設  改  良  費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 149,654 千円
第２項　　　企 業 債 償 還 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 225,905 千円

収　　　　　　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　　　　　　出

第１款 資本的収入

企 業 債
出 資 金
負 担 金

第１款 資本的支出

建 設 改 良 費
企 業 債 償 還 金
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（債務負担行為）

第５条　　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりとする。

（企業債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　　一時借入金の限度額は96,600千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）　　

第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1)　　営業費用と営業外費用との間

期　　　　間 限　度　額

平成31年度から
平成33年度まで

425,045千円

証券及び
証書の借入

　借入先の融資条件による。

償還の方法利　　　率

年５％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公営企業等金融機構
について、利率の見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率）

起債の方法

五霞町水道事業 96,600千円

起債の目的 限　度　額

事　　　　項

水道施設包括的運転維持管理等業務委託
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、または、それ以外の経費を
　　　　　その経費の金額に流用する場合には、議会の議決を経なければならない。

40,433 千円
10 千円

（他会計からの補助金）

第１０条　　ダム水源費及び健全化対策等のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は87,871千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１１条　　たな卸資産の購入限度額は、2,550千円と定める。

五 霞 町 長　　染　谷　森　雄　　　　

平成３１年３月４日　　提出

　(1)　　職員給与費
　(2)　　交際費
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収　　　　　入 　　　　（単位：千円）

予 定 額

１． 462,420

１． 333,988

　１． 332,000

　２． 1,988

２． 128,432

　１． 87,871

　２． 6,516

　３． 140

　４． 33,897

　５． 6

　６． 1

　７． 1

備 考

平成31年度　五霞町水道事業会計予算実施計画

　　　　　収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

消 費 税 還 付 金

消 費 税 還 付 加 算 金

事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

目款 項

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息

雑 収 益

負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入
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支　　　　　出 　　　　（単位：千円）

予 定 額

１． 462,420

１． 387,550

　１． 189,620

　２． 13,470

　３． 42,395

　４． 142,065

２． 74,570

　１． 59,570

　２． 15,000

３． 300

　１． 300

営 業 費 用

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債利息

消 費 税

特 別 損 失

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

過 年 度 損 益 修 正 損

備 考款 項 目

事 業 費 用
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収　　　　　入 　　　　（単位：千円）

予 定 額

１． 247,260

１． 96,600

　１． 96,600

２． 150,660

　１． 150,660

３． 0

　１． 0

支　　　　　出 　　　　（単位：千円）

予 定 額

１． 375,559

１． 149,654

　１． 114,800

　２． 2,550

　３． 25,344

　４． 1

　５． 6,859

　６． 100

２． 225,905

　１． 225,905企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

款 項 目 備 考

項 備 考款

資 本 的 収 入

出 資 金

出 資 金

企 業 債

企 業 債

負 担 金

出 資 金

支 払 利 息

企 業 債 償 還 金

目

工 具 器 具 及 び 備 品

事 務 費

建 設 改 良 費

施 設 費

機 械 及 び 装 置

水 源 開 発 費
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名称
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
　１　当年度純利益（損失） 6,123,000
　２　営業活動から得た現金・預金への
　　　当年度純利益の調整
　（１）有形及び無形固定資産の減価償却費 142,065,000
　（２）有形固定資産の除却費 0
　（３）引当金の増減額
　　・貸倒引当金 571,000
　　・引当金 0
　（４）長期前受金戻入額 △ 33,897,000
　（５）繰延資産（繰延勘定）の償却額 0
　（６）支払利息及び企業債取扱諸費 59,570,000
　（７）受取利息（△） △ 140,000
　（８）営業活動による資産及び負債の増減
　　・売上債権（未収金）の増加（△）・減少 △ 766,000
　　・たな卸資産（貯蔵品）の増加（△）・減少 △ 101,000
　　・その他流動資産の増加（△）・減少 290,000
　　・未払金の増加・減少（△） △ 596,000
　　・預り金の増加・減少（△） 0
　　・前受金の増加・減少（△） 0
　　・その他の流動負債の増加・減少（△） 0
　（９）その他調整（営業活動以外のもの）
　　・受取利息 140,000
　　・支払利息（△） △ 59,570,000
　　・固定資産の売却損・益（△） 0

　　営業活動から得た現金・預金 113,689,000

（単位：円）　　　

平成31年度　五霞町水道事業会計キャッシュフロー計算書
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Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
　１　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 139,980,000
　２　災害対策費 0
　３　負担金 0
　４　補助金 0
　５　固定資産の売却による収入支出 0
　６　投資活動に伴う前払金等の債権の増減 0
　（１）投資活動に伴う前払金等の債権の増減 0

　　投資活動から得た現金・預金 △ 139,980,000

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
　１　企業債の発行 96,600,000
　２　企業債の償還 △ 225,905,000
　３　出資金 150,660,000

　　財務活動から得た現金・預金 21,355,000

Ⅳ．現金及び預金同等物の増加減少額 △ 4,936,000
Ⅴ．現金及び預金同等物の期首残高 170,623,383
Ⅵ．現金及び預金同等物の期末残高 165,687,383
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１　総括

報   酬 給   料 手    当 賞与引当金

本 損益勘定支弁職員 0 人 2 人 0 9,220 9,759 1,175 20,154 2,606 213 22,973

年 資本勘定支弁職員 0 人 2 人 0 8,243 5,993 1,072 15,308 2,520 194 18,022

度 　　合　　　　計 0 人 4 人 0 17,463 15,752 2,247 35,462 5,126 407 40,995

前 損益勘定支弁職員 0 人 2 人 0 9,047 4,565 1,175 14,787 2,557 213 17,557

年 資本勘定支弁職員 0 人 2 人 0 8,201 5,162 1,072 14,435 2,428 194 17,057

度 　　合　　　　計 0 人 4 人 0 17,248 9,727 2,247 29,222 4,985 407 34,614

比 損益勘定支弁職員 0 人 0 人 0 173 5,194 0 5,367 49 0 5,416

資本勘定支弁職員 0 人 0 人 0 42 831 0 873 92 0 965

較 　　合　　　　計 0 人 0 人 0 215 6,025 0 6,240 141 0 6,381

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

職 員 数
区　　　　　　分 計 法定福利費  合    計

特別職 一般職

給与費 法定福利
引当金

（単位：千円）
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通勤 住居 管理職 児童  調整 時間外

手当 手当 手 　当 手当等  手当 勤務手当

本年度 0 75 0 600 1,528 1,081 6,246 0 0 229 9,759

前年度 0 75 0 592 983 1,449 1,237 0 0 229 4,565

比　 較 0 0 0 8 545 △ 368 5,009 0 0 0 5,194

本年度 936 48 0 420 1,487 936 1,113 720 0 333 5,993

前年度 564 110 0 420 933 1,274 1,108 420 0 333 5,162

比　 較 372 △ 62 0 0 554 △ 338 5 300 0 0 831

本年度 936 123 0 1,020 3,015 2,017 7,359 720 0 562 15,752

合　　　計 前年度 564 185 0 1,012 1,916 2,723 2,345 420 0 562 9,727

比　 較 372 △ 62 0 8 1,099 △ 706 5,014 300 0 0 6,025

損益勘定

資本勘定

 区           分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 合   計

　　                　(単位：千円）

手当の
内　訳

-240-



２　給料及び手当の増減額の明細

区 分   増減額

給 料 215    給与改定に伴う増減分

   普通昇給に伴う増減分 215

   昇給期間短縮に伴う増減分

   その他の増減分

手 当 6,025    制度改正に伴う増減分

   その他の増減分 6,025

３　給料及び手当の状況

（１）職員一人当たりの給与

360,275

平成31年1月1日現在 419,325

47.8歳

356,876

平成30年1月1日現在 397,888

47.8歳

備　　　考

普通昇給等に伴う増

　　　   (単位：千円）

備　　　考説　　　明

普通昇給等に伴う増

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

増 減 事 由 別 内 訳

区 分 一 般 行 政 職

平　均　年　齢

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平　均　年　齢

技 能 労 務 職
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（２）初任給

　　　高　　　校　　　卒 148,600 148,600

　　　大　　　学　　　卒 180,700 180,700

（３）等級別職員数

級

3

4

6

計

3

4

6
計

（等級別の標準的な職務内容）
　　　区　　　　　　　　分

50.0

25.0

50.0

25.0

25.0

100.0

2

1

1

4

備　　　　考

一般行政職

構成比（%）職員数（人）
備　　　考

平成31年1月1日現在

7　　　　級

課長

　　　区　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職
一般会計の制定

一般行政職 技能労務職

　　　区　　　　　　　分

主席主幹・主幹 課長・参事　　一　般　行　政　職 主事・主事補 主任 副主幹・主査 主幹

平成30年1月1日現在

1　　　　級 6　　　　級2　　　　級 3　　　　級 4　　　　級 5　　　　級

1
4

25.0
100.0

2

1
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（４）昇給

　職　　員　　数　　　　　　　　　（Ａ）　　（人） 4 4

　昇給に係る職員数             （Ｂ） 　（人） 4 4

2号給 （人） 1 1

3号給 （人）

4号給 （人） 3 3

　比　　　　　率　　　（Ｂ）　/　(Ａ）　　 　　　（％） 100.0 100.0

　職　　員　　数　　　 　　　 　　（Ａ）　　　（人） 4 4

　昇給に係る職員数             （Ｂ） 　（人） 4 4

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 1 1

4号給 （人） 2 2

　比　　　　　率　　　（Ｂ）　/　(Ａ）　　 　　　（％） 100.0 100.0

区 分 合 計 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 備 考

本
年
度

前
年
度

号給数別内訳

号給数別内訳
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（５）特殊勤務手当

　　　　　％

　　　　　％

　　　　　　　　（　　年　　月　　日現在）

　支給対象職員１人当たり平均

　支給月額　　　　　       　　　　　　　　　（円）

　代表的な特殊勤務手当の名称

（６）期末手当、勤勉手当

445

100

440

100

445

100

備 考

前 年 度

100

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分）

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 備 考

227.5

区 分

本 年 度

一 般 会 計 の 制 度
100

212.5

100 100

222.5 222.5

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

222.5

100

合 計

222.5

100

区 分

　給料総額に対する比率　　　　　

　支給対象職員の比率　　　　　　　％
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（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
そ の 他 の 退   職  時

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特 別昇 給

定年前早期退職

（2%～20%加算）

定年前早期退職

（2%～20%加算）

（８）その他の手当

　区　　　　　　　　分 備　　考

支　給　率　等

一般会計の制度

24.586875 33.27075 47.709

33.27075 47.709 47.709

最　高　限　度３５年勤務の者２５年勤務の者２０年勤続の者

なし

（支給率等）

24.586875

47.709 なし

通 勤 手 当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

一 般 会 計 の 制 度 に 準 ず る 。

差 異 の 内 容区 分

扶 養 手 当

一 般 会 計 の 制 度 に 準 ず る 。

住 居 手 当 一 般 会 計 の 制 度 に 準 ず る 。
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　期　　間 　金　　額 　期　　間 　金　　額

平成31年度から
平成33年度まで

425,045 425,045水道施設包括的運転維持管理等業務委託 425,045

(単位：千円）

債務負担行為に関する調書

　　　　　　事　　　　　　　項 限度額
前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

営業収益

左の財源内訳
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　　　（単位：円）

１．

(1)

（イ） 267,098,798

（ロ） 551,658,777

△ 220,226,054 331,432,723

（ハ） 5,074,516,951

△ 3,272,154,174 1,802,362,777

（ニ） 3,491,398,962

△ 2,654,942,392 836,456,570

（ホ） 2,370,920

△ 2,252,374 118,546

（ヘ） 33,533,526

△ 29,605,239 3,928,287

（ト） 9,176,499

△ 907,604 8,268,895

（チ） 87,248,573

3,336,915,169

建 物

機械及び装置減価償却累計額

建 物 減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品減価償却累計額

構 築 物

構築物減価償却 累 計額

機 械 及 び 装 置

その他有形固定資産減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

車 輛 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

車輛及び運搬具減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

そ の 他 有 形 固 定 資 産

土 地

（平成32年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

平成３１年度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　定　貸　借　対　照　表

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

-247-



(2)

（イ） 706,100

706,100

3,337,621,269

２．

(1) 165,687,383

(2) 17,448,428

△ 1,997,732 15,450,696

(3) 513,400

181,651,479

3,519,272,748

現 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 （ 未 収 金 ）

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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　　　　　（単位：円）

３．

(1) 1,655,389,774

1,655,389,774

４．

(1) 236,642,113

(2) 0

(3)

(イ） 2,247,000

(ロ） 407,000 2,654,000

(4) 1,000,000

240,296,113

５．

(1) 2,230,479,856

(2) △ 1,546,096,571

684,383,285

2,580,069,172

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

負 債 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

企 業 債 （ 固 定 負 債 ）

企 業 債 （ 流 動 負 債 ）

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 引 当 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
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　　　　　（単位：円）

６．

(1) 824,020,697

824,020,697

７．

(1)

（イ） 1,262,400

1,262,400

(2)

（イ） 113,920,479

113,920,479

115,182,879

939,203,576

3,519,272,748

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

自 己 資 本 金
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　　　　　　（単位：円）

1．

(1) 300,000,000

(2) 1,844,000 301,844,000

２．

(1) 178,935,000

(2) 8,608,000

(3) 27,770,000

(4) 145,851,000 361,164,000

△ 59,320,000

配 水 及 び 給 水 費

給 水 収 益

減 価 償 却 費

総 係 費

営 業 利 益

平成30年度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　定　損　益　計　算　書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

そ の 他 営 業 収 益
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３．

(1) 92,983,000

(2) 5,795,000

(3) 140,000

(4) 34,335,000

(5) 6,000

(6) 1,000

(7) 1,000 133,261,000

４．

(1) 67,595,000

0 67,595,000 65,666,000

6,346,000

５．

(1) 300,000 300,000

6,046,000

101,751,479

107,797,479

経 常 損 失

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

消 費 税 還 付 金

営 業 外 費 用

消 費 税 還 付 加 算 金

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年度 繰 越利 益剰 余金

過 年 度 損 益 修 正 損

当年度未処分利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入

受 取 利 息

負 担 金

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益
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　　　（単位：円）

１．

(1)

（イ） 267,098,798

（ロ） 551,658,777

△ 211,743,054 339,915,723

（ハ） 5,072,118,951

△ 3,178,199,174 1,893,919,777

（ニ） 3,364,983,962

△ 2,615,977,392 749,006,570

（ホ） 2,370,920

△ 2,252,374 118,546

（ヘ） 33,441,526

△ 29,397,239 4,044,287

（ト） 9,630,499

△ 907,604 8,722,895

（チ） 76,463,573

3,339,290,169

平成３０年度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　定　貸　借　対　照　表

車 輛 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

（平成３１年3月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

車輛及び運搬具減価償却累計額

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構築物 減価 償却累計額

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

機械及び装置減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

工具器具及び備品減価償却累計額

そ の 他 有 形 固 定 資 産

その他有形固定資産減価償却累計額
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(2)

（イ） 706,100

706,100

3,339,996,269

２．

(1) 170,623,383

(2) 16,682,428

△ 1,426,732 15,255,696

(3) 412,400

186,291,479

3,526,287,748

電 話 加 入 権

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金 （ 未 収 金 ）

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
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　　　　　（単位：円）

３．

(1) 1,796,287,774

1,796,287,774

４．

(1) 225,049,113

(2) 596,000

(3)

(イ） 2,247,000

(ロ） 407,000 2,654,000

(4) 1,000,000

229,299,113

５．

(1) 2,230,479,856

(2) △ 1,512,199,571

718,280,285

2,743,867,172

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

法 定 福 利 引 当 金

企 業 債 （ 流 動 負 債 ）

未 払 金

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債 （ 固 定 負 債 ）

固 定 負 債

流 動 負 債
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　　　　　（単位：円）

６．

(1) 673,360,697

673,360,697

７．

(1)

（イ） 1,262,400

1,262,400

(2)

（イ） 107,797,479

107,797,479

109,059,879

782,420,576

3,526,287,748

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

自 己 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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収　　　　　　　入 　　　　　　（単位：千円）
 本年度 前年度 比  　較

 予算額 予算額 増  　減 金 額

１． 462,420 454,543 7,877

１． 333,988 325,988 8,000

１． 332,000 324,000 8,000 　１． 332,000 3,160戸　　有収1,496,500 /年

２． 1,988 1,988 0 　１． 1,988  1,944,000円

44,000円

２． 128,432 128,555 △ 123

１． 87,871 92,056 △ 4,185 　１． 87,871 　6,244,000円

81,627,000円

２． 6,516 4,531 1,985 　１． 6,516 公共下水道事業特別会計負担金

３． 140 140 0 　１． 140 預金利子

４． 33,897 31,820 2,077 　１． 33,897

５． 6 6 0 　１． 6 量水器下取代

６． 1 1 0 　１． 1

７． 1 1 0 　１． 1

収　益　的　収　入　及　び　支　出

平　成　31　年　度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　算　説　明　書

　　　　　備　　　　　　　　　　考

消費税還付加算金

加入金   　  　　　　　　

消 費 税 還 付 金

受取利息及び配当金

消費税還付加算金

消 費 税 還 付 金

雑 収 益

竣工検査手数料等　　　　 　

健全化対策補助金

思川開発補助金

節
　　款　　　・　　　項　　　・　　　目

事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

雑 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前受 金戻 入 長 期 前 受 金戻入

営 業 外 収 益

負 担 金負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

区 分

そ の 他 営 業 収 益

給 水 料 金

他 会 計 補 助 金
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支　　　　　　　出 　　　　　　（単位：千円）
 本年度 前年度 比  　較

 予算額 予算額 増  　減 金 額

１． 462,420 454,543 7,877

１． 387,550 371,648 15,902

１． 189,620 194,093 △ 4,473 　１． 4,032 １人分

　２． 1,904 51,000円

229,000円

632,000円

447,000円

545,000円

　３． 492

　４． 1,107 職員共済組合費

　５． 89

　６． 129,196 126,440,000円

581,000円

1,610,000円

18,000円

350,000円

197,000円

　７． 52,800

２． 13,470 13,400 70 　１． 10,000

　２． 3,370

　３． 100

３． 42,395 24,348 18,047 　１． 5,188

　２． 7,855 600,000円

24,000円

896,000円

634,000円

5,701,000円退職手当

勤勉手当

期末手当

通勤手当

給 料

節

勤勉手当

営 業 費 用

期末手当

時間外手当

　　　　　備　　　　　　　　　　考

水質検査業務委託

埼玉県水受水費

法 定 福 利 引 当金

繰 入 額

法 定 福 利 費

　　款　　　・　　　項　　　・　　　目

賞与引当金繰入額

事 業 費 用

原 水 及び 浄水費

区 分

手 当 通勤手当

受 水 費

検便検査委託

取水口堆積土砂処理委託

水道水放射線測定委託

水道施設包括的運転管理等業務委託委 託 料

配 水 及び 給水 費 修 繕 費

総 係 費 給 料

手 当

材 料 費

動 力 費 小手指配水場電気料

消火栓嵩上げ枠等

配水施設修繕費

管理職手当

1人分

電気設備定期点検委託

退職手当
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　３． 683

　４． 1,499

　５． 124

　６． 20 旅費

　７． 50

　８． 385

　９． 210

１０． 125

１１． 677

１２． 604

１３． 8,904 4,688,000円

1,150,000円

440,000円

410,000円

9,000円

5,000円

40,000円

330,000円

132,000円

50,000円

1,650,000円

１４． 804 404,000円

400,000円

１５． 5,602

１６． 250

１７． 7,724 1,300,000円

50,000円

120,000円

10,000円

6,244,000円

１８． 850 580,000円

110,000円

80,000円

80,000円

電話料金・後納郵便料・受信料

浄水場用地賃借料・事務機器リース料等

車両修繕費等

思川開発事業負担金

利根川・荒川水系水道事業者連絡協議会

日本水道協会等負担金

職員研修負担金

埼玉県清算金

電算保守点検業務委託

検針業務委託

消防設備保守点検委託

浄化槽定期検査委託

消費税処理業務委託

口座振替取扱手数料

コンビニ収納手数料

浄水場環境整備委託

賞与引当金繰入額

備 消 耗 品 費

法 定 福 利 費

燃 料 費

被 服 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

保 険 料

修 繕 費

手 数 料

賃 借 料

委 託 料

光 熱 水 費

浄化槽維持管理委託

職員共済組合費

作業服代等

下水道使用料

公用車ガソリン代

不動産鑑定委託

検針票・納付書等

事務用品等

小手指配水場警備委託

法 定 福 利 引 当金

繰 入 額

旅 費

通 信 運 搬 費

口座振替伝送システム保守料

機械設備損害保険料

決算処理業務委託

水道賠償責任保険料

公用車自賠責保険料

建物災害共済保険料
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１９． 791

２０． 50

４． 142,065 139,807 2,258 　１． 142,065 142,065,000円

２． 74,570 82,595 △ 8,025

１． 59,570 67,595 △ 8,025 　１． 59,570 58,891,000円

679,000円

２． 15,000 15,000 0 　１． 15,000

３． 300 300 0

１． 300 300 0 　１． 300

企 業 債取 扱諸 費

消 費 税 及 び

過年度損益修正損

消 費 税 及 び

過年度損益修正損

雑 費

地 方 消 費 税 地 方 消 費 税

有 形 固 定 資 産

企 業 債 利 息

減 価 償 却 費

貸倒引当金繰入額

営 業 外 費 用

減 価 償 却 費

支 払 利 息 及 び

平成30年度まで

平成30年度借入分

平成29年度借入分まで

特 別 損 失
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収　　　　　　　入 　　　　　　（単位：千円）
 本年度 前年度 比  　較

 予算額 予算額 増  　減 金 額

１． 247,260 239,217 8,043

１． 96,600 126,200 △ 29,600

１． 96,600 126,200 △ 29,600 　１． 96,600 6,800,000円

89,800,000円

２． 150,660 110,017 40,643

１． 150,660 110,017 40,643 　１． 150,660 一般会計出資金（消火栓等）

３． 0 3,000 △ 3,000

１． 0 3,000 △ 3,000 　１． 0

平　成　31　年　度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　算　説　明　書

資　　本　　的　　　収　　　入　　　及　　　び　　　支　　　出

企 業 債

出 資 金

企 業 債 企 業 債

出 資 金

負 担 金

節

区 分

負 担 金

出 資 金

負 担 金

資 本 的 収 入

川妻浄水場更新工事借入

　　　　　備　　　　　　　　　　考

南摩ダム負担金借入

堤防強化事業負担金

　　款　　　・　　　項　　　・　　　目
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支　　　　　　　出 　　　　　　（単位：千円）
 本年度 前年度 比  　較

 予算額 予算額 増  　減 金 額

１． 375,559 368,603 6,956

１． 149,654 154,251 △ 4,597

１． 114,800 124,810 △ 10,010 　１． 114,800

２． 2,550 2,700 △ 150 　１． 2,550

３． 25,344 19,179 6,165 　１． 8,243 2人分

　２． 5,993 936,000円

420,000円

48,000円

720,000円

333,000円

1,487,000円

936,000円

1,113,000円

　３． 1,072

　４． 2,520 職員共済組合費

　５． 194

　６． 12 旅費

　７． 100

　８． 6,200

　９． 1,000

１０． 10

４． 1 1 0 　１． 1

５． 6,859 7,461 △ 602 　１． 6,859

６． 100 100 0 　１． 100

２． 225,905 214,352 11,553

１． 225,905 214,352 11,553 　１． 225,905 225,083,000円

822,000円

支 払 利 息

整 備 事 業 負 担金

工具器具及び備品 工具器具及び備品

事 務 費

節

借入元金償還金（30年度分）

管理職手当

扶養手当

浄水場備品・事務用品

工事実施設計業務委託等

給水栓開閉用工具購入

借入元金償還金（29年度分まで）

思川開発事業に係る南摩ダム水源
地域整備事業負担金

退職手当

勤勉手当

期末手当

時間外手当

児童手当

通勤手当

企 業 債 償 還 金 企 業 債 償 還 金

水 源 開 発 費

資 本 的 支 出

区 分

南摩ダム水源地域

企 業 債 償 還 金

借 入 金 利 息

機 械 及 び 装 置

施 設 費

　　款　　　・　　　項　　　・　　　目

建 設 改 良 費

量水器購入費

修 繕 費

交 際 費

旅 費

繰 入 額

法定福利引当金

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

給 料

手 当

備 消 耗 品 費

委 託 料

機械及び装置購入費

配水施設修繕費

川妻浄水場更新工事等工 事 請 負 費

　　　　　備　　　　　　　　　　考
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　３　引当金の計上方法

　　　(1)  退職給付引当金

　職員の退職手当に要する臨時的・追加的な費用は「退職手当の負担に関する覚書」に基づき、一般会計がその全部を負担することとなっているた
め、退職給付引当金は計上していない。

　　　(2) 賞与引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上している。

平成31年度　五霞町水道事業会計注記表

（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）

Ⅰ．重要な会計方針

　　　　　・減価償却の方法　　定額法による。

　　　貯蔵品　個別法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1)  有形固定資産

　　　　　・減価償却の方法　　定額法による。

　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物 　　　　　　　　　10～65 年

　　　　　　構築物　　　　　　　　 10～60 年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　6～60 年

　　　　　　工具、器具及び備品　　 10～15 年

　　　　　　車輌運搬具　　　　　　　　　5 年

　　　(2) 無形固定資産

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3)  法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
いる。

　　　(4)  貸倒引当金
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1年内

1年超

　計

　１　リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　平成26年3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成26年3月31日
以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金
等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

Ⅲ．その他の注記

　１　新会計基準移行に係る経過措置

　　　(1) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

15,087,640 円

3,205,440 円

11,882,200 円
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